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第1章　本業務の概要本業務実施の背景と目的 

1.1　本業務実施の背景・目的 

　林野火災は、一度発生すると、育成に長期を要する森林が瞬時に失われるだけでな

く、建物への延焼や人身への被害につながる恐れがあるほか、鎮火後も土砂流出など

の二次災害等、森林の多面的機能へ甚大な影響をもたらす。加えて、我が国の林道

等は消防水利が未整備である場合が殆どであり、強風等により空中消火が不可能と

なった場合には対処が困難となる。また、出火原因のほとんどは人為によるものである

が、面的な広がりをもつ森林においては、入林者等に対する一般的な注意喚起だけで

は限界があり、危険な時期と場所を特定した重点的な警戒活動が可能となるような手

法を考案する必要がある。 

このため、令和４年度林野火災発生危険度予測システム構築業務（以下「令和４年

度業務」という。）において、特定地域における日射量や無降雨期間等の気象条件と

樹冠密度等の森林の現況から、林野火災発生危険日の予測可能性を確認し、令和５

年度林野火災発生危険度予測システム構築業務（以下「令和５年度業務」という。）に

おいては、令和４年度業務を踏まえて、強風による延焼危険度、人口密度による林野

火災指標の構築を行った。 

　令和６年度林野火災発生危険度予測システム業務(以下「本業務」という。)では、これ

らの成果を踏まえ、林野火災発生危険度を予測するシステム(以下「林野火災発生危

険度予測システム」という。)の構築等を行う。 

なお、本業務は林野庁が株式会社ウェザーニューズ（以下「ウェザーニューズ」とい

う。）に委託して実施した。 

 

1.2　本業務の実施内容 

1.2.1　本業務の全体像 

　本業務の最終目標は、林野火災発生危険度予測システムを構築し、林野火災発生

危険度を一般に広く普及させることである。本業務は、(国研)森林総合研究所がとりま

とめた「林野火災発生危険日予測モデル」を活用して、特定の地域における日射量や

無降雨期間等の気象条件と森林の現況から、林野火災発生危険度を予測するシステ

ムを構築する。構築にあたっては、将来的に全国の各地域における林野火災発生予

測ツールとして活用することを念頭におき、予測に用いるデータの検討・選定を行うとと
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もに、予測結果については過去の林野火災の事例等に照らし合わせて検証を実施す

る。 

 

1.2.2　本業務の実施体制 

　ウェザーニューズは気象サービスを通じて自然災害による生命・財産の損失を回避

することを目的に約38年間事業を行っている。森林は水源涵養機能や二酸化炭素の

吸収など多面的な機能をもっており、自然災害の軽減や気候変動の緩和において我

が国の重要な自然資源である。本業務では、これまで培ってきた気象サービスのノウ

ハウや世界最大規模の気象データベースを活用して、林野火災の発生予防方法の検

討など林野火災の課題に取り組む。当社は、林野火災のリスクを事前に回避すること

で森林資源の損失を回避し、自然災害の軽減や気候変動の緩和を通じて生命・財産

の損失を回避することで社会への貢献を目指す。 

本業務は、ウェザーニューズに所属する主任技師1名(管理者を担当)、技師A2名、技

師Bで構成されるプロジェクトメンバーで実施した。プロジェクトメンバーの一覧を表1.1

に、実施体制を図1.1に示す。 

 

表1.1　プロジェクトメンバー一覧 

役割 名前 業務 

管理者 
主任 

技師 
萩行 正嗣 管理監督者 

担当者 技師A 吉川　真由子 
主任技術者 

本業務に関わる主たる調査業務 

担当者 技師A 杉山　紀元 

技術者 

本業務に関わるロジックの開発等

の業務 

担当者 技師B 圓山　憲一 

技術者 

本業務に関わる主たる調査業務

のサポート 
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図1.1 業務実施体制と指示命令系統 

 

1.2.3　実施スケジュール 

 本業務の作業計画概要を表1.2に示す。 

 

表1.2　作業計画概要 

 

 

1.2.4　本年度の実施内容と主な成果 

①委員会の設置 

　林野庁と協議の上、選定した外部有識者等2名で構成する委員会を設置し、本業務

に対する委員からの助言等をとりまとめ、反映させた。本年度の委員会は本業務着手
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後と終了前の２回開催し、技術的な評価を受けた。 

［林野火災発生危険度予測システム構築業務推進委員会委員］ 

玉井幸治　国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 

安成哲平　北海道大学 北極域研究センター  

（五十音順） 

②本業務に使用するデータの検討と選定 

　本業務に使用するデータを検討の上、選定を行った。気象データの検証については

ウェザーニューズの解析雨量、解析日射量、解析風向・風速、気象業務支援センター

から配信される解析積雪深を用いた。予測システムには気象業務支援センターから配

信される降水予測、日射量予測、風向・風速予測、降雪予報を使用した。樹種は、環

境省が発表している植生図の最新版を用い、樹冠密度には、欧州宇宙機関（ESA : 

European Space Agency)が保有している光学衛星のSentinel-21から推定を行った。人

口密度による林野火災指標で使用する人口データは、国土交通省国土政策局が作成

した500mメッシュ別将来推計人口データを使用した。地形データは国土地理院が保

有している数値標高モデル（DEM : Digital Elevation Model）を使用した。 

表1.3 選定したデータ一覧 

気象データ 

データ種別 概要 データ元 空間解像度 時間解像度 

解析雨量 

地上雨量データと気象

庁レーダーによる解析

雨量値 

ウェザーニューズ １kmメッシュ 1時間 

解析日射量 

衛星ひまわりから解析し

た日射量値（全天日射

量） 

ウェザーニューズ １kmメッシュ 1時間 

解析風向・風速 

ウェザーニューズが所有

する予測モデル値と観

測値から作成した解析

風向・風速値 

ウェザーニューズ １kmメッシュ 1時間 

解析積雪深 
気象庁が配信している

解析積雪深 
気象業務支援センター ５kmメッシュ 1時間 

1Sentinel-2:ヨーロッパの地球観測光学衛星で、同一仕様の2機の衛星Sentinel-2AとSentinel-2Bから構成される。

土地被覆変化の把握や環境モニタリングをはじめ、自然災害、農業（作物）の生育状況の把握など、リモートセン

シングの広い分野で活用されている。 
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データ種別 概要 データ元 空間解像度 時間解像度 

降水予測 

日本とその近海の領域を

全球モデルよりも細かい格

子間隔（5km）で計算した

数値予報モデルによる予

測値 

気象業務支援センター ５kmメッシュ 
1時間 

FT=0~78 

日射量予測 

日本とその近海の領域を

全球モデルよりも細かい格

子間隔（5km）で計算した

数値予報モデルによる予

測値 

気象業務支援センター 5kmメッシュ 
1時間 

FT=0~78 

風向・風速予測 

日本とその近海の領域を

全球モデルよりも細かい格

子間隔（5km）で計算した

数値予報モデルによる予

測値 

気象業務支援センター 5kmメッシュ 
1時間 

FT=0~78 

降雪予測 

日本とその近海の領域を

全球モデルよりも細かい格

子間隔（5km）で計算した

数値予報モデルによる予

測値 

気象業務支援センター 

 

5kmメッシュ 

 

1時間 

FT=0~78 

 

 

 

森林データ 

データ種別 概要 データ元 空間解像度 

樹種 

1/2.5万現存植生図(平

成11～整備) から樹種を

判別する。 

データが不足していると

ころはSentinel-2のデー

タを用いて推定する。 

1/2.5万現存植生図(平

成11～整備) ：環境省自

然環境局 

 

人工衛星Sentinel-2： 

欧州宇宙機関（ESA） 

10mメッシュ 

樹冠密度 

Sentinel-2 のL2A  

B03,04,08 から算出す

る。 

閾値を設定し、それらを

用いて分類する 

人工衛星Sentinel-2： 

欧州宇宙機関（

ESA:European Space 

Agency） 

10mメッシュ 
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人口データ 

データ種別 概要 データ元 空間解像度 

人口密度 
2020年現在の空間解像

度500mの人口データ 

500mメッシュ別将来推

計人口データ（H30国政

局推計） 

500mメッシュ 

 

地形データ 

データ種別 概要 データ元 空間解像度 

数値標高モデル(DEM) 標高 国土地理院 10mメッシュ 

 

 

③林野火災発生危険度予測システムの構築 

　本業務の最終目標は、林野火災発生危険度を予測するシステムを構築し、林野火

災発生危険度を一般に広く普及させることである。過年度の業務を通じ、強風時にお

ける林野火災延焼危険度の設定や人口密度による林野火災の発生・拡大リスクの指

標化を行った。本業務では、強風時の延焼速度の閾値の最適化や人口密度による林

野火災指標の適用方法を検討し、過年度業務で検討してきた林野火災発生危険度に

影響する要因（林床可燃物含水比、延焼速度、人口密度）を統合した指標の作成を

行った。 

　 

④過去の火災事例を活用した検証 

　本業務で構築したシステムが有効であるかを確かめるため、過去数年で実際に発生

した林野火災において、林野火災発生危険度を算出し判定できたかどうか検証を実施

した。 
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⑤事業成果の取りまとめ 

　広く一般に普及するため、本業務で構築したシステムの概要を普及資料として取りま

とめ、作成を行った。普及資料では、システムに必要なデータや、計算ロジックを記載

し、運用する際の注意点の記載も行った。 

 

⑥普及方策の提案 

　普及資料に記載されている内容をもとに、本業務で開発したシステムを運用すること

を想定した場合の運用システムを試行的に構築・運用し、活用事例案や活用にあたっ

ての課題や注意点を普及資料に記載した。 
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第2章　林野火災発生危険度予測システムの構築 

2.1　林野火災発生危険度予測システム構成 

　林野火災発生危険度予測システムは下記の3つで構成される。図2.1にシステム概要

を示す。 

①林野火災発生危険度 

②林野火災延焼危険度 

③人口密度による林野火災危険度 

 

 

 

図2.1 システム概要 

 

それぞれの概要について記載する。 

 

2.1.1 林野火災発生危険度 

　林野火災の発生危険度に関しては、過年度と同様に玉井ら(2019)[1]がとりまとめた、

林野火災の発生する危険が高い条件として林床可燃物の含水率が0.2g/g以下になる

時期を日射量と降水量から判定するモデルを使用した。モデルは一段のタンクモデル

9 



であり、タンクに貯まっている水の深さが林床可燃物含水比に相当する。タンクには降

水が貯まるが、最大含水比を超える量は森林土壌に流下する。タンクからは、林床面

での日射量とその時の含水比に応じた水量が蒸発するため、雨の降っていない日中

には徐々に減っていく。蒸発量は玉井ら（2019）[1]で用いられた（1）式によって算出し

た。 

　　　　　　・・・（１）  𝐸 =  (1. 02 × 10−4θ − 1. 3 ×10−5 ) 𝑆    (θ ＜1. 8𝑔/𝑔の時)

　　　　　　  1. 70× 10−4 𝑆                                       (1. 8𝑔/𝑔≤θの時)

 

ここで、 蒸発水量(mm)、 林床可燃物含水比(g/g)、S:林床面日射量（ ) 𝐸: θ: 𝑘𝐽/𝑚2

過年度で実施した検証結果から、危険度判定の閾値は0.2g/gを用いた。 

 

玉井ら(2019)[1]では、新植地、間伐林、閉鎖林で林床面日射量が大きく異なるため、林

床可燃物含水状態の変動特性と林野火災発生危険日の出現頻度が大きく異なること

を指摘している。そのため、実運用を想定する場合は、現況の森林状況を反映するこ

とが必要である。よって、本業務で構築するシステムは、森林現況を反映するために、

ESAが運用している光学衛星Sentinel-2に搭載されているMSI2(Multi Spectral Imager)

センサで観測された各バンドから樹冠密度を算出し、樹種のデータと組み合わせて、

相対日射率を算出するプロセスを取り入れた。表2.1に樹冠密度と樹種による相対日

射率の区分を示す。 

 

表2.1　樹冠密度と樹種による相対日射率の区分 

2MSI:Sentinel-2に搭載されたセンサで、0.4～2.2μmの光を13バンドで観測し、森林監視や土地被覆変化の検

出、自然災害対策などの事業を支援するような観測を行うのに利用されている。 

 
 

10 



 

 

樹冠密度と樹種のデータは、それぞれ10mメッシュの解像度を有している。本システム

では、全国の森林現況を反映し、気象データと組み合わせて数日先の林野火災発生

危険度を予測する必要があるため、気象データの解像度と統一を行った。気象データ

は全国で5kmメッシュないし１kmメッシュの解像度を有している。図2.1に５kmメッシュの

解像度の樹冠密度と１kmメッシュの解像度に空間内挿した樹冠密度を示す。 

 

図2.2　樹冠密度 

 

樹種のデータは、群落毎に、常緑樹、落葉樹、その他に分類を実施し、１kmメッシュに

空間内挿を行い作成した。表2.2に群落毎の樹種区分分類を示す。 

 

表2.2 群落毎の樹種区分分類 
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図2.3 樹種区分

 

図2.4 相対日射率 
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図2.5 林床可燃物含水比 

 

2.2.2 林野火災延焼危険度 

　林野火災延焼危険度は、風による林野火災の延焼拡大を考慮するため、過

年度の業務で取り入れた指標である。林野火災の延焼については、Rothermel 

(1972)[2]によって開発された林野火災の延焼速度予測式で定式化されている。

この予測式は林野火災や山火事の延焼速度予測モデルとして最も一般的に使

用されているため、本システムでもこの予測式を用いて、延焼速度の算出を行っ

た。Rothermelの延焼速度予測式を下記に示す。 

 

    𝑅 =  火線より放出される熱量 
可燃物の着火に必要な熱量

 =
𝐼𝑅ξ(1+ϕ𝑊+ϕ𝑆)

ρ𝑏ε𝑄𝑖𝑔                                        (2)

 

式(2)の各パラメータの一覧を表2.3に示す。 
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表2.3 Rothermel の延焼速度予測式のパラメータ 
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　式(2)から算出した、延焼速度と風速・斜面の傾斜角の関係を図2.6に示す。風速およ

び傾斜が大きくなるほど延焼速度は大きくなることが示されている。これは風速が大き

いほど火の粉が広がりやすく延焼域が広がること、傾斜が大きいほど火が上方に急激

に拡がりやすくなることを表している。 

 

図2.6 Rothermelの延焼速予測式における風速（左）、傾斜角度（右）と延焼速度の関係 

 

過年度で実施した検証結果から、危険度判定の閾値は400m/hを用いた。 
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図2.7 日本時間　2021年2月23日9時の延焼速度の可視化（400m/h 以上のみ) 
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2.2.3人口密度による林野火災指標 

　森林火災の発生・拡大リスクは、人口密度と密接に関連している。林野庁ホームペー

ジ [3]によると我が国の林野火災の原因は、割合の多い順に、焚き火（約32％）、火入れ

（約18％）、放火（約8％）、タバコ（約5％）であり、人為的な原因が大半で、落雷など自

然現象によるものは稀である。このため、人口密度より林野火災発生頻度、焼損面積

を推定する式を作成・検証し、両者を掛け合わせた総合的な人口密度による林野火災

指標の作成を行った。林野火災指標(k)の算出式を下記に示す。 

 

 ​ 𝑘 =  𝑦 × 𝑧                                                                 (3) 

 

ここで y は人口密度による1年あたりの発生頻度を示し、z は１件あたりの焼損面積を示す。

前年度の調査結果から得た[4]、人口密度 x から林野火災の発生頻度y を求める算出

式(4)と、人口密度 x から林野火災の焼損面積を求める算出式(5)を以下に示す。ここ

で x の単位は[人/km2]、y の単位は[件/km2/年]、zの単位は[km2 /件]である。 
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単位面積1km2の区域を考えたとき、年平均で y という頻度で林野火災が区域内に発

生することが推測され、また発生した林野火災1件の焼損面積の目安はz である。加え

て、発生地点が区域内の林野火災でも区域外まで焼損が広がる可能性がある。そう

いった可能性も含めて、k の解釈として、林野火災1件の焼損面積の目安である z に

頻度 y を乗じることによって、単位面積1km2の区域内で発生した林野火災の年平均

焼損面積の指標と見なすことができる。また、k に都道府県の面積をかければ、都道

府県の年平均総焼損面積の目安を算出することができる。 

 

 

 

図2.8 人口密度から算出した林野火災指標 

 

 

　令和５年度林野火災発生危険度予測システム構築業務報告書の第５章に記載した

林野火災指標である式(3)をもとに、人口密度のみを考慮した林野火災の発生・拡大の

危険度のインデックスも作成した。まず、空間解像度が1kmの格子において、各格子点

で式(3)から導きだされる値kを算出した後、隣り合った周囲の格子点も含めた9つの格

子点の値 k のうち最大のものを当該格子点における林野火災指標の値とした（図2.9

）。理由は、比較的至近距離に林野火災の発生・拡大の危険度の高い地域がある場

合、当該地点もその影響を受けると想定したためである。 

 

18 



 

図2.9　隣接する格子点も含む k の最大値を当該地点の林野火災指標の値とする 

 

　林床可燃物含水比や風速は日々変化するものであり、ある一定の閾値を決め、その

閾値を超過するかどうか予測をすることによって危険度を日々判断できるのに対し、人

口密度は気象条件によって変化するものではない。人口密度の場合、危険と言える閾

値は明確には存在しない。よって前者のように閾値を超過しているかいないかの二項

対立で考えるのではなく、人口密度の影響については危険度を3種類かそれ以上に

分類するのがより良いと思われる。本業務では、人口密度のみを考慮した林野火災指

標の値をもとに、人口密度から類推される林野火災の発生・拡大の危険度を次のよう

に3種類に分類した。 

 

値が  以下　→　 危険度：低 2. 0×10−4

値が  より大きく  以下 →　危険度：中 2. 0×10−4 1. 25×10−3

値が  より大きい　→　危険度：高 1. 25×10−3
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第3章　林野火災発生危険度予測システムの検証 

3.1　大規模林野火災の事例検証 

　本業務で構築したシステムが有効であるかを確かめるため、過去数年で実際に発生

した林野火災において、林野火災発生危険度予測システムでそれぞれ危険度が判定

できたかどうか検証を実施した。林野火災事例は林野庁が取りまとめている林野火災

発生情報[5]から2事例を選定した(表3.1)。 

 

表3.1 選定した林野火災発生事例 

 

 

3.1.1 栃木県足利市の事例 

　2021年2月21日に栃木県足利市で発生した林野火災は約167ヘクタールを焼失させ

た。足利市が発表している記録[6]によると、2021年2月21日午後、足利市西宮町の両

崖山の山頂付近から林野火災が発生し、2月23日に強風によって延焼範囲が拡大、

県内外の消防局・本部や他都県の防災ヘリ、自衛隊ヘリなどの応援を得て発生23日

目の3月15日に鎮火した。この林野火災により、一時は市内の305世帯に避難勧告が

発令され、近くの中学校や高校が休校したほか、北関東自動車道足利インターチェン

ジから太田桐生インターチェンジ間が通行止めとなった。足利市に隣接する佐野市の

観測（アメダス佐野）では、2月23日の日平均風速は5.3メートルに達し、2月の平年値

2.4メートルを上回り、最大瞬間風速は17.3メートルであった。この強風に煽られて火は

燃え広がり延焼が拡大したと考えられる。 
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図3.1 栃木県足利市の林床可燃物含水比と延焼速度 

 

足利市では、2月20日頃から林床可燃物含水比が基準以下の日が続いており、林野

火災のあった2月21日〜3月15日にかけても同様に乾燥している状態であった。解析

対象期間である1月22日〜3月2１日において、林床可燃物含水比が基準値以下の日

は41日間であり、68%が林野火災発生危険日であったことが示された（図3.1)。また、林

野火災が発生後、2月22日の午前中は風速1〜3m/s（延焼速度200m/h未満）であった

ものが、午後遅くより風速4m/s以上となり、23日未明には最大風速7m/s（延焼速度

861m/h）となり、その後、2月23日夜には風速3m/s（延焼速度300m/h程度）まで徐々

に弱まっていた。 

 

　発火地点は両崖山の山頂付近とされているが、当該地点における林野火災指標の

値は  であった。2章で決定した分類に照らし合わせると、中程度の危険度1. 2×10−3

であり、人口密度から潜在的な林野火災の危険度を示すことができていた（図3.2）。 

 

 

図3.2　栃木県足利市周辺の人口密度のみを考慮した林野火災の 

発生・拡大の危険度 
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3.1.2 長野県霧ヶ峰高原の事例 

　2023年5月に長野県霧ヶ峰高原で発生した林野火災が発生し、周辺の草原や山の

斜面など約170ヘクタールを焼失させた。 

発火地点であるガボッチョ山の山頂付近[7]では、4月後半から5月前半にかけ降水が少

なく、断続的に乾燥している状態が続いており、林野火災のあった5月4日〜5月5日に

かけても同様に乾燥している状態であった。解析対象期間である4月21日〜5月2１日

において、林床可燃物含水比が基準値以下の日は23日間であり、解析期間中の76%

が林野火災発生危険日であった。 

ガボッチョ山は標高1682mの山であり、期間中断続的に風が強い状態であった。林野

火災が発生した4日〜5日においては、最大で延焼速度520m/hと推定され、これに

よって延焼が進んだものと思われる。よって、林野火災発生後に延焼の危険度を判定

できていたことが示された（図3.3)。 

 

 

図3.3 長野県霧ヶ峰高原の林床可燃物含水比と延焼速度 

 

発火地点であるガボッチョ山の山頂付近当における人口による林野火災指標の値は 

 であり、2章で決定した分類と照らし合わせると高めの危険度であった（図1. 43×10−3

3.4)。 
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図3.4　長野県霧ヶ峰高原周辺の人口密度のみを考慮した林野火災の 

発生・拡大の危険度 

 

検証結果をまとめたものを表3.2に示す。両事例とも、林野火災発生危険度、延焼危険

度、人口による林野火災危険度において判定できており、有効性が示された。 

 

 

表3.2 林野火災事例の検証まとめ 
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3.2 人口密度による林野火災危険度の検証 

 

　人口密度による林野火災危険度が全国的にどのような分布であるかの検証を行っ

た。人口密度は2020年時点のデータを用いており、時間経過によって変化するもので

はなく、人口密度による林野火災危険度も同様に時間経過で変化しない性質のデー

タとなる。 

 

3.2.1 大阪平野、濃尾平野、石狩平野の分布 

　大阪平野の周辺地域の人口密度による危険度の分布を見ると、市街地や住宅街な

ど人口の多い平野部は林野火災の危険度が少なめで、生駒山地や金剛山地は危険

度が中程度以上となっていた（図3.5）。人口の多い平野部は森林が少なく林野火災の

危険度が少ないこと、人が入りやすい比較的標高が低い山地は森林が多く火災の原

因も発生しやすいこと、といった危険度を上手く表現できていることが分かる。 

 

 

図3.5　大阪平野周辺の人口密度のみを考慮した林野火災の発生・拡大の危険度 

 

 

　濃尾平野の周辺地域の人口密度による危険度のマップを見ると、市街地・住宅地域

など人口の多い平野部は林野火災の危険度が低く、鈴鹿山脈の麓の付近は危険度

が中以上であった（図3.6）。ただし、鈴鹿山脈の中心部は危険度が低めとなっている

のは、人口密度が低いためであると考えられる。市街地・住宅地域と、逆に、山の奥深

く、あまり人が入らない地域のどちらも危険度が低めであり、両方の特徴を上手く表現

できていることが分かる。 
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図3.6　濃尾平野周辺の人口密度のみを考慮した林野火災の発生・拡大の危険度 

 

　一方、石狩平野を見ると、平野の中部から北部にかけての田園地帯の危険度が中以

上となっている（図3.7）。人口密度のみで指標を作る場合、森林と田畑の区別ができな

いので田園地帯も危険度が中以上の判定になりやすい。本業務で作成した指標で

は、田園地帯での野焼きによる火災の危険も含まれると考えることができるが、この算

出方法では同じ人口密度で森林と田園地帯で火災発生の危険度が同じであり、また、

季節による危険度の変化も考慮していない。よって、季節によっては水田地帯を「低

め」の危険度に分類するなどの工夫をすること、同じ人口密度でも森林と田園地帯で

火災発生の危険度に違いをつけること、などが今後の課題である。 

 

 

図3.7　石狩平野周辺の人口密度のみを考慮した林野火災の発生・拡大の危険度 
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3.2.2 空間解像度について 

　3.1で検証した事例では、空間解像度が1kmの格子を用いたが、空間解像度が5km

の格子を用いた場合との比較も行った（図3.8）。空間解像度が5kmの格子を用いた場

合と1kmの格子を用いた場合の違いの１つに、山間の道路の周辺における林野火災

発生危険度の識別能力の違いがある。山間の道路周辺には住宅が点在しているの

で、空間解像度が1kmの格子の場合、山間の道路周辺の人口密度はしばしば中程度

以上の危険度となった。空間解像度が5kmの格子の場合、山間の道路周辺と人が住

んでいない山間部の違いを十分解像できないケースが目立った。よって、森林での火

災の危険度を表現するには空間解像度が1kmの格子を用いたほうがより良いことがわ

かった。 

 

図3.8　山間部の人口密度のみを考慮した林野火災の発生・拡大の危険度 

 

3.2.3 人口密度のみを考慮した林野火災指標の結論 

　人口密度のみを考慮した林野火災指標も、調査した2つの大規模火災の事例ではい

ずれも中以上の危険度があり、危険性の察知に有用であることがわかった。市街地や

住宅街などは林野火災の危険度が少なく、山の麓で危険度が高く、人の入らない山奥

で林野火災の危険度が低い傾向も見てとれた。山間の道路周辺における林野火災危

険度の認識にも一定の能力があることがわかった。田園地帯における火災と人口密度

の関係性の把握については今後の課題であるものの、全体的には、より危険性のある

地域を認識する上で有用な指標であることが示された。 
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第4章 事業成果の取りまとめと普及方策の提案 

4.1 事業成果の取りまとめ 

　広く一般に普及するため、本業務で構築したシステムの概要を普及資料として取りま

とめ、作成を行った。普及資料では、システムに必要なデータや、計算ロジックを記載

し、運用する際の注意点の記載も行った。図4.1に普及資料の一部を示す。普及資料

全体は別紙1に記載する。 

 

図4.1 普及資料 
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また、普及資料に記載されている内容をもとに、弊社が林野火災発生危険度予測シス

テムを運用することを想定し、試行的に構築・運用を行った。 

 

 

図4.2 運用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3 本業務で構築した林野火災発生危険度予測システムの表示画面 
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4.2 普及方策・活用事例の提案 

　本業務で構築した林野火災発生危険度について、一般に広く普及させるため、以下

の情報提供手法の導入などが考えられる。 

火災リスクの早期警戒: 

事前に危険度を把握し、適切な防災対応を実施可能。 

気象条件や森林状況の変化をリアルタイムで監視し、火災リスクが高まる兆候を

早期に検出。 

指定地域の火災リスクレベルを段階的に評価し、関係機関へ迅速に通知。 

防災・消防機関の支援: 

林野火災発生危険度マップを活用し、効率的な火災対策を立案。 

火災発生の可能性が高い地域に対し、予防的な消火活動や防火帯の設置を

推奨。 

消防機関向けに、最適な消防資源の配置計画を支援するデータ提供を実施。 

火災発生時の対応を迅速化するため、緊急時の避難経路や火災の進行予測

を提示する。 

一般市民の防災意識向上: 

手軽に火災リスクを確認し、予防行動を促進。 

一般向けのスマートフォンアプリ（図4.4)やWebダッシュボードを提供し、リアルタ

イムでのリスク情報の配信を行う。 

火災リスクの上昇に応じた適切な防火対策を市民に啓発し、自主的な火災予

防の意識を高める。 

過去の火災事例をデータベース化し、市民が火災リスクの高いエリアを学習で

きる仕組みを導入する。 
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図4.4 一般向けスマートフォンアプリの例：ウェザーニュースアプリ  
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第5章 まとめと今後の展望 

　本業務の目的は、林野火災発生危険度予測システムを開発し、その情報を広く普及

させることである。具体的には、以下の点を達成することを目指して構築を行った。 

①最新の気象データと森林情報を統合し、地域ごとの火災発生・延焼リスクをリアルタ

イムで予測する。 

②危険度予測を可視化し、一般市民や行政機関に分かりやすい形で提供する。 

③防災対策の強化に貢献し、林野火災の被害を軽減する。 

 

本業務においては、①の予測システムの構築を達成し、②の一般市民や行政機関に

わかりやすく提供する際の提案までを行った。今後は、実際に一般市民や行政機関に

提供し、防災対策の強化に貢献し、林野火災の被害の軽減に貢献していきたい。 
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